2016年8月25日～26日　共謀罪新設案、戦争法訓練開始、安倍首相ケニアへ、民進党代表選、…
共謀罪、要件変え新設案　「テロ等準備罪」で提案検討
朝日新聞デジタル久木良太2016年8月26日05時00分

２００５年提出の政府案と今回の政府案
　安倍政権は、小泉政権が過去３回にわたって国会に提出し、廃案となった「共謀罪」について、適用の対象を絞り、構成要件を加えるなどした新たな法改正案をまとめた。２０２０年の東京五輪やテロ対策を前面に出す形で、罪名を「テロ等組織犯罪準備罪」に変える。９月に召集される臨時国会での提出を検討している。
　共謀罪は、重大な犯罪を実際に実行に移す前に相談しただけで処罰するもので、小泉政権が０３年、０４年、０５年の計３回、関連法案を国会に提出。捜査当局の拡大解釈で「市民団体や労働組合も処罰対象になる」といった野党や世論からの批判を浴び、いずれも廃案になった。
　今回は、４年後に東京五輪・パラリンピックを控える中、世界で相次ぐテロ対策の一環として位置づけた。参院選で自民党が大勝した政治状況も踏まえ、提出を検討する。
　今回の政府案では、組織的犯罪処罰法を改正し、「組織的犯罪集団に係る実行準備行為を伴う犯罪遂行の計画罪」（テロ等組織犯罪準備罪）を新設する。【続きあり】【全記事PDFで別ページに】
自衛隊 安保法に基づく新任務の訓練始める
NHK8月25日 18時29分
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安全保障関連法に基づく新たな任務に対応するため、自衛隊は２５日から、ＰＫＯ活動での駆け付け警護などの訓練を始めました。自衛隊トップの河野克俊統合幕僚長は「武器使用の範囲が広がるので、絶対に間違いがあってはならない」と述べ、隊員の訓練を徹底する考えを示しました。
自衛隊は、ことし１１月ごろに南スーダンのＰＫＯ活動への派遣が予定されている隊員に対し、２５日から、安全保障関連法に基づく新たな任務に対応するための訓練を始めました。
隊員は、国連のスタッフなどが襲われた場合などに救援する駆け付け警護や、宿営地が襲撃された場合にほかの国の部隊とともに守る共同防護について、武器使用の規定などの教育や訓練を受けます。
これについて河野統合幕僚長は２５日の記者会見で、「活動の範囲や武器使用の範囲が広がるので、絶対に間違いがあってはならない。武器使用の規定などを徹底的に教育することをいちばん重視している」と述べました。
安全保障関連法に基づく自衛隊の新たな任務としては、このほかに、海外で襲われるなどした日本人の救出や、行動をともにするアメリカ軍艦艇の防護なども定められています。こうした任務について、河野統合幕僚長は「任務を付与される可能性があるので、万全の準備をする必要があり、準備ができしだい訓練を進めていく」と述べました。
安全保障関連法 　駆け付け警護、訓練開始へ　「引き金引けるのか」　自衛隊員ら、揺れる思い
毎日新聞2016年8月25日　東京朝刊
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ＰＫＯ任務で幹線道路を整備する陸上自衛隊員たち＝南スーダンの首都ジュバで２０１５年７月２４日、川崎桂吾撮影
　戦後１発の銃弾も撃っていない自衛隊が、安倍政権のもとで未知の領域へ踏み込む。国連平和維持活動（ＰＫＯ）で南スーダンに派遣される陸上自衛隊に、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」が新たな任務として１１月にも課され、訓練が始まる。隊員たちは「人に向けて引き金を引けるのか」と自問し、家族は「戦闘に巻き込まれるのでは」と不安を口にする。（３面にクローズアップ） 
家族「巻き込まれないか」 
　「ついに来たか」 
　駆け付け警護の訓練開始の表明に、東日本の５０代の男性隊員はそう感じたという。 
　ＰＫＯにおける自衛隊の任務は、道路などのインフラ整備や人道支援が中心だった。従来より踏み込んだ武器使用が可能となる駆け付け警護は、これまでの任務とは質が異なる。救援に向かった先で戦闘に巻き込まれる恐れが高い。「これからの訓練は厳しいものになるだろう。遭遇した場面で撃つのか、撃たないのか。指揮官も一線の隊員も非常に難しい状況判断を問われる」と、派遣隊員をおもんぱかった。 
　不安や疑問は尽きない。専守防衛の自衛隊が、海外に派遣される意味。そこで命を落とすリスク。安保法制をめぐって分裂したままの国民世論。割り切れないものを抱えながらも、男性隊員はただ「みんな無事に帰ってきてくれ」と祈る。 
　北海道千歳市の陸上自衛隊ＯＢの６０代男性は「海外派遣から帰ってきた後も銃弾の音が頭から消えず、悩む知人もいる。訓練は年々実戦的になっていると聞く。これからどうなっていくのか」と懸念を口にした。 
　夫が陸上自衛隊員という同市の３０代女性も不安そうだ。「いつかは……と思っていたが、いざ訓練が始まるとなると怖い」 
　実際に人に向かって撃てるのか−−。二つの陸自駐屯地を抱える兵庫県伊丹市の３０代男性隊員は「人を撃つことへの抵抗は強い。通常の射撃訓練でも、標的を円形から人の形のものにすると、とたんに成績が落ちる隊員もいる」と明かす。駆け付け警護では人に向かって発砲する事態も想定される。「撃てない隊員もいるだろうが、その時になってみないと分からない。自分も『同僚や誰かを守るためならできる』とは思うが、本当にそうか。不安はある」と揺れる胸のうちを語った。 
　二つの陸自駐屯地がある京都府宇治市の３０代男性元自衛官は、ＰＫＯでゴラン高原に派遣された経験を持つ。「国際貢献は大切だが安保法制について国民的議論が尽くされたとは言えない。武器使用の要件は明確に詰められたのか。グレーゾーンを残したままだと派遣される隊員が危険にさらされる」と疑問を投げかけた。【日下部元美、田辺佑介、富永浩三】 


識者「ＰＫＯ撤退すべきだ」　南スーダン「治安悪化」 
　自衛隊の南スーダンへのＰＫＯは２０１１年に始まり、翌１２年に陸自部隊が本格的に展開した。その後、同国の情勢は緊迫の度を増し、今年７月には首都ジュバで激しい戦闘が起きた。これを踏まえＰＫＯから撤退すべきだとの指摘も専門家から出ている。 
　日本がＰＫＯに参加する場合、停戦合意の成立や日本参加への紛争当事者の同意、中立の立場の厳守など五つの条件（ＰＫＯ参加５原則）を定める。稲田朋美防衛相は「ＰＫＯ法上の武力紛争は新たに生じておらず、紛争当事者がいるわけではない」として活動継続を明言している。 
　これに対し、ジャーナリストの布施祐仁さんは「現在の南スーダンは昨年８月の和平協定が維持されているとは言い難く、本来ならＰＫＯ参加５原則に基づき撤退を検討すべきだ。ましてや駆け付け警護の任務を与えるなど考えられない」と疑問を投げかける。かつての中立・不介入の立場から文民保護を第一に掲げ、仮に政府軍が文民に危害を加えれば政府軍との交戦も辞さないという近年のＰＫＯの実態を指摘。「自衛隊の場合、国や国に準じる勢力との戦闘は憲法が禁じる武力行使になる。駆け付け警護の任務は隊員にとっても、憲法上も危険な行為だ」と警告する。 
　「日本国際ボランティアセンター」の今井高樹スーダン現地代表も「自衛隊が派遣された当初に比べ現地は全く別世界。首都の治安は悪く、外国人が一人で街を歩ける状況ではない。地方では内戦状態に戻った」と強調。「政府軍の間では『ＰＫＯが副大統領派を支援している』との誤った認識が広がり、ＰＫＯ部隊への嫌がらせも横行し、駆け付け警護で戦闘に巻き込まれる危険性は高い」と分析し、「自衛隊がＰＫＯに参加する前提は崩れているのではないか」と指摘する。【川崎桂吾】 
統幕長、武器使用の教育を最重視　新任務訓練開始で

共同通信2016/8/25 23:20
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記者会見する河野克俊統合幕僚長＝25日午後、防衛省　防衛省制服組トップの河野克俊統合幕僚長は25日の記者会見で、安全保障関連法に基づく新任務の訓練開始を稲田朋美防衛相が表明したことに関し、武器使用の教育を最重視する考えを示した。「新しいミッションで活動範囲が広がり、武器使用もある程度広がってくる。絶対間違いがあってはならない」と述べた。

　南スーダンでの国連平和維持活動（PKO）に11月から派遣予定の陸上自衛隊第5普通科連隊（青森市）を中心とする部隊が25日午前、派遣準備訓練を開始。関係法令や現地情勢など基礎知識を習得した上で、「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」の実動訓練を9月中旬以降にスタートする。

「駆けつけ警護」巡り、佐藤正久議員ら議論

読売新聞2016年08月25日 23時20分

　自民党の佐藤正久参院議員と東京外語大の伊勢崎賢治教授が２５日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、安全保障関連法で可能となった自衛隊の新任務「駆けつけ警護」について議論した。

　佐藤氏は、駆けつけ警護の訓練が始まることについて、「訓練はするが、（南スーダンの）現場で実施する時は、何が何でもやるということではなく、状況を考え、安全を確保しながら慎重にやっていくことになる」と述べた。

　伊勢崎氏は「（南スーダンＰＫＯに）軍事部隊を出す先進国は少ない。（国連としては）日本の部隊は安全な所にいてほしいというのが本音だ」と語った。

しんぶん赤旗2016年8月26日(金)

南スーダン深刻な内戦状態　自衛隊の任務拡大なら「殺し殺される」事態に

　安倍政権は、安保法制＝戦争法にもとづき、自衛隊に国連平和維持活動（ＰＫＯ）での「駆けつけ警護」など新任務の訓練開始を決定しました。しかし、新任務を想定する南スーダンは事実上の内戦状態で、ＰＫＯ参加原則である停戦の維持も、当事国の同意も危うくなっています。「戦争法」発動による任務拡大となれば、憲法が禁じる武力行使となり、「殺し殺される」ケースになりかねません。
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　南スーダンでは、７月７日に首都ジュバでキール大統領派とマシャール副大統領派の戦闘が再開し、マシャール氏が国外に脱出するなど、政情不安が続いています。これに対し国連安保理は今月、周辺地域諸国からの新たな部隊派遣を決定しましたが、事態の複雑化や新たな緊張の火種になりかねない状況です。

　和平の事実上の崩壊のなか、兵士による民間人襲撃、国連機関の備蓄や備品の略奪が発生しました。

　混乱と緊張は地方でも続いており、中部ジョングレイ州では２１日、マシャール派が政府庁舎を襲撃し、同部隊の１００人以上が死亡、政府軍に２０人の死者が出ました。北部ユニティ州で政府軍と反対派の間の戦闘が激化し、２０日までの１週間で数千人が家を逃れたと報じられています。

　国連安保理は１２日、４０００人規模の「地域保護軍」の派遣を決定しました。東アフリカの地域組織「政府間開発機構」（ＩＧＡＤ）が５日に拡大首脳会議を開いて派遣を承認していました。

　ところが安保理では、ロシア、中国、エジプト、ベネズエラの４カ国が決議の内容を批判し、棄権。

　ベネズエラ代表は、受け入れ国家の同意なしに地域保護軍を配備すれば「現地情勢をさらに緊張させ、暴力的にしかねない」と警告しました。

　安保理で発言した南スーダン代表は、ＩＧＡＤの軍のトップと南スーダン政府との協議を待たずに、派遣の規模や時期、部隊の任務までが安保理決議で決められたことに「主要な紛争当事者の同意という国連平和維持活動の基本原則に反する」と批判しました。

しんぶん赤旗2016年8月26日(金)

自衛隊員守れの声広げよう　青森　高橋衆院議員ら緊急宣伝
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（写真）戦争法訓練着手に抗議し、戦争法廃止を訴えた、（左から）畑中県委員長、山脇市議、高橋衆院議員、吉俣地区委員長＝25日、青森市役所前


　日本共産党の高橋千鶴子衆院議員、畑中孝之青森県委員長、吉俣洋東青地区委員長、山脇智青森市議は２５日朝、青森市役所前で緊急街頭宣伝を行い、２４日発表された安保法制（戦争法）に基づく自衛隊の新任務訓練着手に厳しく抗議しました。

　高橋議員は、参院選では安保法制について一切語らず、選挙後、訓練開始を発表した安倍政権を厳しく批判。深刻な内戦が続く南スーダンでのＰＫＯ活動は、武力行使を余儀なくされる戦争そのものだと述べ、「自衛隊派遣反対、戦争法撤回へ声を上げよう」と訴えました。

　高橋議員は、「日米同盟と軍事力強化は、緊張を高める。９条にふさわしい対話による平和外交をすることこそ世界への平和のメッセージになる」と語り、「平和守れ、自衛隊員守れの共同を広げましょう」と呼びかけました。

　青森市在住の男性（７５）は、「まさか、戦争に参加する時代がまた来るとは思わなかった。戦争への道を食い止めるために私も一緒にがんばりたい」と語りました。

オスプレイが防災訓練参加へ　長崎・佐世保、九州では初

共同通信2016/8/25 17:28

　長崎県佐世保市は25日、市内の陸上自衛隊駐屯地や離島で9月に行う防災訓練に、米海兵隊の新型輸送機オスプレイが参加すると明らかにした。海自から提案があったという。自治体主催の防災訓練に同機が参加するのは九州では初めて。

　陸自は2019年度から佐賀空港にオスプレイを順次配備する計画で、現在、地元と調整中。安全性をアピールする狙いがあるとみられる。

　市によると、訓練は「防災の日」の9月1日に行う。地震や大雨災害が発生した状況を想定し、オスプレイ2機が負傷者や物資を輸送するために、相浦駐屯地と宇久島を1往復する。

長崎・佐世保の防災訓練にオスプレイ　市長「モデルに」
朝日新聞デジタル具志堅直2016年8月25日17時39分
　長崎県佐世保市は２５日、市内の陸上自衛隊相浦駐屯地で９月１日にある市の総合防災訓練に、米軍の輸送機オスプレイＭＶ２２が参加すると発表した。同訓練には５０団体、１３００人が参加する予定。市町村主催の防災訓練へのオスプレイ参加は全国初という。
　参加するのは、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）配備の２機。佐世保市内の本土と離島で大規模地震が発生したと想定し、相浦駐屯地から約５０キロ離れた宇久島へ救援物資や市の災害派遣医療チームを搬送し、負傷者を収容して相浦へ運ぶ訓練を行う。
　訓練に対しては、過去の墜落事故から安全性に問題があるとして、市内の労働団体や平和団体がオスプレイの参加中止を市に申し入れ、「政府の（運用拡大の）キャンペーンに利用されている」と指摘。オスプレイは陸自機の佐賀空港配備計画もあり、「地ならし」との見方もある。
　米軍オスプレイの運用をめぐっては、中谷元（げん）防衛相（当時）が昨年１２月、防災訓練として本土側での飛行訓練が沖縄の負担軽減につながるとの考えを示している。佐世保市の朝長則男市長は記者会見で「熊本地震では物資輸送で活躍した。離島も含め、いざというときのために様々な活用を想定しておきたい。モデルケースになれば」と話した。（具志堅直）
日豪、安保協力強化を確認　中国進出など踏まえ防衛相

共同通信2016/8/25 12:03
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会談前、オーストラリアのペイン国防相（右）と握手する稲田防衛相＝25日午前、防衛省　稲田朋美防衛相は25日、オーストラリアのペイン国防相と防衛省で会談した。中国の海洋進出や北朝鮮による弾道ミサイル発射など、アジア太平洋地域における安全保障情勢への懸念を踏まえ、日豪の協力強化を確認した。日米豪3カ国の連携推進についても協議する。

　稲田氏は会談冒頭「安倍晋三首相からも日豪間の防衛協力を推進するよう明確に指示を受けている。関係をさらに深化させたい」と強調。ペイン氏も「安全保障環境の課題が多くなる中で、地域の平和と安全のために日豪が協力することは重要だ」と述べた。

　会談では、共同訓練を通じた防衛協力や、中国の海洋進出などについて協議した。

稲田防衛相、潜水艦受注逃し「残念」　豪国防相と会談
朝日新聞デジタル2016年8月25日20時44分
　稲田朋美防衛相は２５日、豪州のペイン国防相と同省内で会談し、日本がフランスに競り負けた次期潜水艦受注計画について「残念だが、日豪防衛協力の重要性は変わらない」と伝えた。ペイン氏は「豪州特有の要求を満たすものを選んだ」と選定理由を語り、同様に協力関係を強化したいとの考えを示した。
　両氏は外務・防衛閣僚会合（２プラス２）の日本での年内開催に向けて調整することを確認。安全保障関連法の成立を受け、自衛隊と豪軍の物資融通を取り決めた「日豪物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）」の改定に向け協議を進めることも確認した。
　さらに、北朝鮮の核実験や相次ぐ弾道ミサイル発射を強く非難。また、沖縄県・尖閣諸島周辺で中国公船が領海侵入を繰り返していることを踏まえ、「現状を変更し、緊張を高めうるあらゆる一方的な行為に対する反対」を表明した。
日豪防衛相、中国の海洋進出に自制促す 
日経新聞2016/8/25 18:53
　稲田朋美防衛相は25日、オーストラリアのペイン国防相と防衛省で会談し、中国による海洋進出に自制を促す考えを確認した。南シナ海での中国の主権を否定した仲裁裁判所の判決を当事国に順守するよう求める考えで一致。安全保障関連法の本格運用を踏まえ、自衛隊と豪軍が物資を融通し合う物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）改定を交渉すると申し合わせた。
　オーストラリアの次期潜水艦事業で日本が受注を逃したことでは、稲田氏が「残念だが、両国の防衛協力の重要性は変わらない」と強調。ペイン氏は「オーストラリア固有のニーズを満たすものを選定した。日本を含め全ての提案はすばらしかった」と説明した。
日豪防衛相が会談　２プラス２、年内開催へ調整 
日経新聞2016/8/25 11:51
　稲田朋美防衛相は25日午前、オーストラリアのペイン国防相と防衛省で会談した。東シナ海や南シナ海での中国による海洋進出や、北朝鮮の弾道ミサイル発射などについて意見交換し、日豪や日米豪の安全保障協力を確認する。年内に外務・防衛担当閣僚協議（２プラス２）を開催する日程も調整する。
　稲田氏は会談の冒頭、「安倍晋三首相から日豪の防衛協力を推進するように明確に指示を受けている。特別な戦略的なパートナーシップをさらに深化させたい」と述べた。ペイン氏は中国の海洋進出を念頭に「日豪は安全保障上の関心事を共有する。国際法に基づいた秩序の維持に傾注している」と強調した。
　日豪防衛相会談は昨年11月以来。日本がオーストラリアの次期潜水艦の共同開発を巡る受注競争に敗れてから初めて。
日豪防衛相会談 防衛協力の一層の強化を確認
NHK8月25日 15時39分
稲田防衛大臣は、防衛省でオーストラリアのペイン国防相と会談し、北朝鮮による相次ぐ弾道ミサイルの発射や中国が海洋進出を強めていることを受けて、両国の防衛協力を一層、強化していくことを確認しました。
この中で稲田防衛大臣は、２４日のＳＬＢＭ＝潜水艦発射弾道ミサイルの発射など、北朝鮮による相次ぐ弾道ミサイルの発射について、「北朝鮮の動きは、わが国を含め、地域や国際社会の安全に対する重大かつ差し迫った脅威だ」と述べました。
これに対しペイン国防相は「北朝鮮は、地域の平和と安定を悪化させる要因になっており、日本が脅威に直面している現実を理解している」と応じました。
また両氏は、中国が東シナ海で海洋進出を強めていることについて、現状を変更し緊張を高める一方的な行動は認められないという認識で一致し、地域の平和と安定に向けて、両国の防衛協力を一層、強化していくことを確認しました。
さらに稲田大臣は、安全保障関連法に基づく新たな任務の訓練を開始したことを説明したうえで、「将来的な日豪の協力について実務的に協議していきたい」と述べたのに対し、ペイン国防相は「自衛隊がより広い分野で活動できることを歓迎する」と述べました。
まつり参加拒否、弁護士会が撤回求める　東京・国分寺
朝日新聞デジタル2016年8月26日01時29分
　東京都国分寺市内で開催される「国分寺まつり」への参加を市民団体に認めなかったのは、表現の自由の侵害に当たるとして、東京弁護士会は２５日までに同市とまつりの実行委員会に対し、参加を拒否しないよう要望書を出した。団体は２５日、記者会見を開き、今年のまつりには参加させるよう求めた。
　参加を拒否されたのは「国分寺９条の会」「ちょっと待って原発の会」「Ｂｙｅ―Ｂｙｅ原発／国分寺の会」の３団体。
　例年１１月に開催される国分寺まつりに参加し、憲法９条や原発事故を考えるパネル展示などを行っていた。だが２０１４年と昨年の２回にわたり、内容が「政治的な意味合いを持つ」などとして市内の団体などでつくる実行委に参加を拒否された。このため昨年１２月、東京弁護士会に人権救済を申し立てていた。
　弁護士会は人権擁護委員会での調査を経て、参加が認められないのは「表現の自由の行使が妨げられたことになる」と指摘。「政治的な意味合い」という理由に「合理性はない」とした。市に対しては、実行委に補助金を出していることなどから「適切な関与をすることが要請される」と求めた。
　３団体の代理人、梓澤和幸弁護士は「市民が広く社会に主張を伝えるための機会について、市は表現の自由を実現すべき公的責任がある」としている。
　国分寺市の宮本学・文化と人権課長は「要望書は受け取っているが、今の段階でコメントはできない」としている。
首相、ケニアへ出発　アフリカ開発会議に出席 
日経新聞2016/8/25 10:25
　安倍晋三首相は25日午前、日本が主導する第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）に出席するため、政府専用機で羽田空港を出発した。27、28両日にケニアのナイロビで開かれる同会議に参加するほか、アフリカ各国の首脳と個別に会談し、日本のインフラなどを直接売り込みたい考え。成長市場への日本企業の進出を後押しする。
　首相は出発に先立ち、「アフリカの夢を日本が手を携えて実現していく。官民を挙げてウィンウィンの関係を築いていきたい」と述べた。羽田空港で記者団に語った。
　ＴＩＣＡＤのアフリカでの開催は初めて。ＮＥＣや三菱商事、三菱重工業など77の企業・大学の幹部が首相の経済ミッションに同行する。
首相 ＴＩＣＡＤへ出発 「アフリカ発展に貢献したい」
NHK8月25日 11時07分
安倍総理大臣は、ケニアで開かれるＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議に出席するため、２５日午前、羽田空港を出発しました。出発に先立って安倍総理大臣は、質の高い技術など日本の強みを生かし、アフリカの発展に貢献したいという考えを示しました。
安倍総理大臣は、２７日からケニアで開かれるＴＩＣＡＤに出席するため、２５日午前、政府専用機で羽田空港を出発しました。ＴＩＣＡＤはこれまで日本で開かれていましたが、６回目となる今回はアフリカ諸国の意向を踏まえて初めてアフリカで開催されます。
安倍総理大臣は、出発に先立って羽田空港で記者団に対し、「今回は、アフリカで開催される歴史的な意味のあるＴＩＣＡＤとなる。日本の強みである質の高い技術と人材育成を生かしてアフリカの発展に貢献していきたい。今回は、経団連の榊原会長をはじめ、たくさんのビジネスマンの方々に同行していただいており、官民を挙げてウィン・ウィンの関係を築いていきたい」と述べました。
安倍総理大臣は今回のＴＩＣＡＤで、質の高いインフラ投資の拡大やテロの未然防止に向けた支援を打ち出すことにしていて、最終日の２８日には議論の成果を盛り込んだ「ナイロビ宣言」が採択されることになっています。
安倍首相がＴＩＣＡＤ出席のためケニア到着
NHK8月26日 5時50分
安倍総理大臣は、アフリカへの支援の在り方を話し合う、ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議に出席するため、日本時間の午前４時すぎ、政府専用機でケニアに到着しました。
安倍総理大臣は、２７日からケニアで開かれるＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議に出席するため、日本時間の午前４時すぎ、政府専用機でケニアに到着しました。
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ＴＩＣＡＤは、これまでの５回は日本で開かれましたが、６回目となる今回、初めてアフリカで開催されます。安倍総理大臣は、ＴＩＣＡＤの開幕に先立って、ケニア政府主催の歓迎行事に出席するほか、各国の首脳との会談に臨むことにしており、日本の常任理事国入りをはじめとする国連安全保障理事会の改革の実現に向けた協力を求めることにしています。
安倍総理大臣は、２７日からの会議では、日本の高い技術を生かしたインフラ投資の拡大や、イスラム過激派組織によるテロの未然防止に向けた対策などでの協力を打ち出し、日本の存在感を高めたい考えです。
ＴＩＣＡＤ開催のねらい
ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議は、２３年前から日本政府が主導して開いてきた国際会議で、アフリカ各国の首脳や国際機関やＮＧＯ、それに企業などの関係者が一堂に会し、アフリカの抱えるさまざまな課題を広く議論する場となっています。
第１回目が開かれた１９９３年当時は、それまでアフリカへの支援に熱心だった先進各国がいわゆる「援助疲れ」に陥ってアフリカへの関心を失っていった時期だっただけに、「アフリカを見捨てない」という姿勢を示す意義があると言われていました。その後、天然資源の価格高騰によってアフリカ各国が著しい経済発展を遂げるとともに議論のテーマも変わっていき、「援助から投資へ」をキーワードに、開発を支援していくうえで民間企業の役割が重要視されるようになっていきました。
一方、アフリカの成長を自国の経済発展を取り込むため、中国や韓国、それにインドなども相次いで、ＴＩＣＡＤのようにアフリカ各国を集めた会議を定期的に開くようになりました。特に、アフリカとの関係を重視する中国は、中国版ＴＩＣＡＤとも言われる「中国アフリカ協力フォーラム」を３年ごとに開いていることから、日本もこれを意識して、これまで５年ごとだった開催を今回から３年ごとに変え、初めて、アフリカ大陸で開かれることになりました。
今回の会議では、資源価格の下落に伴い、アフリカの経済成長に陰りが見える中、今後、持続的な発展をどう実現していくや、アフリカ各地で活動を活発化させるテロや、エボラ出血熱などの感染症の流行にどのように対処していくかなどの課題を中心に議論されることになっています。
アフリカは”最後のフロンティア”
アフリカの経済は、人口が増え続けていることや、豊富な天然資源が産出されることなどから、最後のフロンティアとして注目されています。
人口は、２０５０年には中国とインドを超え、３０億人にまで増えると推測されています。また、石油や金などの天然資源を産出する国が多く、日本は、輸入するプラチナのおよそ８割が南アフリカ産などと、アフリカの天然資源への依存も高まっています。
しかし、資源価格が下落したことから、アフリカ経済を引っ張ってきた産油国がダメージを受け、ここ数年５％前後だったアフリカの経済成長率が、去年は３％台にまで下落しました。このため、アフリカの産油国では、資源の輸出だけでなく、産業を多角化することなどが重要な課題となっています。
課題は格差拡大が招くテロ
アフリカでは各地で、イスラム過激派が勢力を広げ、各国の政府軍などによる掃討作戦にもかかわらず、抑え込むできていません。
東アフリカのソマリアでは、２０年余りにわたって続いた内戦の混乱に乗じて勢力を拡大した国際テロ組織アルカイダ系の過激派組織「アッシャバーブ」が、政府軍やＡＵ＝アフリカ連合が派遣した平和維持部隊の拠点などを狙った襲撃をたびたび引き起こしています。また、国境を越えて隣国のケニアでも、テロを繰り返しています。
西アフリカのナイジェリアでは、北東部を拠点とするイスラム過激派組織「ボコハラム」が、誘拐した子どもに自爆テロを強制するなど、残虐な手口をますますエスカレートさせています。特に、おととし、北東部の学校から女子生徒２００人以上を誘拐した事件は、今も、ほとんどの生徒たちの行方が分からないままとなっています。さらに、同じ西アフリカでは、去年からことしにかけてマリやブルキナファソ、それに、コートジボワールで、外国人が多く利用するホテルが武装集団に襲撃されて多くの宿泊客が死亡するテロが相次ぎ、いずれも、アルカイダ系の過激派組織の関与が疑われています。
こうしたテロ活動がなくならない背景には、アフリカ各国で続く経済成長が貧富の格差を拡大させ、富の恩恵を受けられない貧困層に過激派が浸透していると指摘されていて、アフリカの開発支援を進める上での重要な課題となっています。
アフリカの保健分野財政支援の枠組みで合意へ
NHK8月26日 6時13分
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政府は、アフリカ各国の保健分野を財政的に支援するため、ケニアで開かれるＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議に合わせて、日本時間の２６日、世界銀行やＷＨＯ＝世界保健機関などと、新たな枠組みを立ち上げることで合意する見通しです。
政府は、飢餓や貧困の解消には、途上国の保健水準の向上が不可欠だとして、国際社会の連携に向けた取り組みを進めています。
その一環として、政府は日本時間の２６日、ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議に先立って、ケニアで開かれる会合で、アフリカ各国の保健分野を財政的に支援するため、世界銀行やＷＨＯ＝世界保健機関などと、新たな枠組みを立ち上げることで合意する見通しです。枠組みでは、日本政府や参加する関係機関が、保健サービスの質の改善や感染症の発生などに対応する財政支援の在り方について指針を示し、それに基づいて、アフリカ各国がつくる計画に沿って、必要な金額を融資していくということです。
政府は、この合意を踏まえ、２７日に開幕するＴＩＣＡＤのテーマ別会合で議論を進め、会議の最後に採択される「ナイロビ宣言」に盛り込みたいとしています。
アフリカでの地熱発電開発で日米が覚書
NHK8月26日 4時52分
ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議が２７日から始まるのを前に、日本政府は、アフリカの経済成長に伴って課題となっているエネルギー源の確保のため、地熱発電の開発をアメリカ政府と共同で進めていくための覚書を交わしました。
ケニアの首都ナイロビでは、ＴＩＣＡＤの開幕を前に２５日、ＪＩＣＡ＝国際協力機構がアメリカの援助機関などと共催でアフリカの電力開発をテーマにしたシンポジウムを開きました。
この中で、ＪＩＣＡの担当者は、アフリカの一部の地域では地下から高温の蒸気を得やすい地形が広がっていることから、火山の多い日本が培ってきた地熱発電の技術を有効活用できると説明しました。このあと、日本とアメリカそれぞれの政府の代表が覚書を交わし、両国がアフリカで、より環境に負荷のかからないエネルギー源への投資を促進し、特に東アフリカなどで地熱発電の開発を共同で進めていくことで合意しました。
アフリカでは、電力普及率が３０％程度にとどまっているうえ、経済成長に伴って新たなエネルギー源の確保が喫緊の課題となっており、ＵＳＡＩＤ＝アメリカ国際開発庁でアフリカ地域を担当するリンダ・エティム氏は、「この分野で優れた技術を持っている日本と協力できることは、とても楽しみだ」と話していました。
安倍首相がケニア到着　アフリカ開発会議に出席へ

共同通信2016/8/26 05:22

　【ナイロビ共同】安倍晋三首相は25日夜（日本時間26日未明）、第6回アフリカ開発会議（TICAD）に出席するため、政府専用機でケニアの首都ナイロビの国際空港に到着した。会議は27日に開幕。首相は、感染症防止を巡る取り組み強化などを柱とした基調演説を行う予定だ。

　最終日の28日には首脳間文書「ナイロビ宣言」を採択する。教育の充実や雇用創出で若者、女性を支援し、アフリカの安定的な発展を図る方針を明記する方向だ。

　今回の会議は初のアフリカ開催。日本から多くの財界人らが参加する見込みで、首相は官民一体でのアフリカ支援をアピールする意向だ。

臨時国会の召集時期協議＝自公
　自民党の二階俊博幹事長、公明党の井上義久幹事長は２５日朝、東京都内で会談し、臨時国会の召集時期について協議した。だが、結論は出ず、引き続き協議することになった。会談には、両党の国対委員長も同席した。
　会談後、自民党の竹下亘国対委員長は記者団に「次回の会談は９月の第１週か２週になる。その時には決まっているだろうという、ゆったりした話だった」と述べた。
　安倍晋三首相は同月１５日の民進党代表選前に召集したいとの意向を示している。（時事通信2016/08/25-10:05）
自公、国会召集日で調整継続　幹事長会談で確認

共同通信2016/8/25 10:50

　自民党の二階俊博、公明党の井上義久両幹事長は25日、東京都内で会談し、秋の臨時国会の召集日に関し、首相官邸を交えて調整を続けていく方針を確認した。自民党の竹下亘、公明党の大口善徳両国対委員長が同席した。

　竹下氏は、民進党の新体制が9月15日の臨時党大会まで固まらず、召集日を巡る与野党協議が進んでいないと説明。井上氏は「公明党も9月17日に党大会があるが、その前後に召集する場合でも協力したい」と述べた。

　官邸側は、環太平洋連携協定（TPP）の関連法案などを確実に成立させるために十分な会期が必要だとして9月中旬の召集を主張している。

小泉進次郎氏「なぜ今？」　党総裁の任期延長論に疑問
朝日新聞デジタル2016年8月25日21時16分
　自民党の小泉進次郎農林部会長は２５日、東京都内で開かれた内外情勢調査会で講演し、党内で取りざたされる党総裁任期の延長について「率直に言ってなぜ今なのか分からない。急いで議論すべきことがそれか」と述べ、疑問を呈した。
　党則で連続２期６年までと定められた総裁任期の延長をめぐっては、二階俊博幹事長が党内で検討する意向を示している。小泉氏は「議論の場が仮にできるとしたら、なぜ今なのかぜひ説明していただきたい」と求めた。
　憲法改正の国会発議については「野党第１党を巻き込むときが憲法改正のタイミングだ。国会が国民に憲法改正を問うわけで、改憲派が問うのではない」と指摘。民進党を含めた合意形成の必要性を指摘した。
　小泉氏はまた、農政や少子化などの課題に重点的に取り組む意向を示し、「２０２０年東京五輪・パラリンピックが終わった後の時代をしっかりと踏まえた上で、研鑽（けんさん）を積んでいきたい」と語った。
進次郎氏、安倍総裁の任期延長論に「なぜ今か」

読売新聞2016年08月25日 19時11分

　自民党の小泉進次郎農林部会長は２５日の東京都内での講演で、安倍首相の党総裁任期の延長論について「なぜ今なのか分からない。急いで議論するべきことがそれか」と疑問を呈した。

　さらに、総裁任期は２０１８年９月まで残っていることを指摘し、「（政治状況が）２年後どうなっているか分からないではないか」と語った。自民党の二階幹事長は、総裁任期を連続２期６年までとしている党則を改正し、連続３期９年までとする方向で調整に入る意向を示している。

　小泉氏は、全国農業協同組合連合会（ＪＡ全農）が担っている生産資材の購入事業について「構造にしっかりとメスを入れなければならない」として、今秋にも全農改革に取り組む強い意欲を示した。

自民 小泉氏 総裁任期延長の議論「なぜ今」
NHK8月25日 16時11分
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自民党の小泉進次郎衆議院議員は東京都内で講演し、安倍総理大臣の自民党総裁としての任期の延長をめぐり、今後党内論議が本格化する見通しであることについて「なぜ今、議論するのか、率直に言ってわからない」と述べ、疑問を呈しました。
自民党総裁の任期は党則で１期３年、連続２期までと定められていて、現在２期目の安倍総理大臣は再来年の平成３０年９月まで務めることができますが、二階幹事長が任期の延長を議論したいという考えを示したことなどを受け、早ければ来月から、党則の改正も含めて党内論議が本格化する見通しです。
これについて、自民党の小泉進次郎衆議院議員は「『今でしょ』というのが進めたい側の思いだろうが、なぜ今、議論するのか、率直に言ってわからない。２年後にどうなっているかなんて誰もわからない。仮に議論の場のようなものができるとしたら、なぜ今なのか、ぜひ説明していただきたい」と述べ、疑問を呈しました。
また、小泉氏は憲法改正について「野党第一党を巻き込むときが改正のタイミングだと思う。民進党は憲法改正に反対なのではなく、安倍政権のやる憲法改正に反対しているわけだから、虚心坦懐（きょしんたんかい）に、どこだったら反対しないか、聞いてみたらいい」と述べました。
前原氏、２６日に出馬会見＝蓮舫氏と一騎打ちへ－民進代表選


民進党代表選への出馬を表明し、記者団の取材に応じる前原誠司元外相＝２５日午後、衆院第２議員会館
　民進党の前原誠司元外相（５４）は２５日、衆院議員会館で自ら率いる議員グループの会合を開き、「代表選に立候補したい。同志の皆さんの力を貸してほしい」と述べ、９月の代表選（２日告示・１５日投開票）に出馬する意向を表明した。２６日午後に記者会見し、代表選に向けた見解を明らかにする。代表選には現執行部メンバーなどが推す蓮舫代表代行（４８）が既に出馬表明しており、選挙戦に突入することが確定した。
　前原氏は会合後、記者団に「民進党という政党が何を目指しているのか、しっかり考え方を戦わせ、前向きな選挙にしたい」と強調。蓮舫氏については「きれいで発信力もあるし、歯切れもいい。刷新感を持った素晴らしい方だ」と評価した。
　立候補には２０人以上の推薦人が必要だが、前原氏は「確保したと認識している」と述べた。蓮舫氏への対抗馬擁立を目指してきた大畠章宏元経済産業相のグループは前原氏を支援する方針。党内最大勢力である旧維新の党出身議員グループも、一部が支持する見通しだ。　
　前原氏の立候補に伴い、出馬を模索していた長島昭久元防衛副大臣（５４）や玉木雄一郎衆院議員（４７）の推薦人集めは困難になるとみられ、代表選は蓮舫氏と前原氏の一騎打ちになる公算が大きい。共産党との共闘など、岡田克也代表が進めてきた路線を継承するかどうかが最大の争点となりそうだ。
　前原氏の出馬表明を受け、保守系の細野豪志、馬淵澄夫、長島各氏が対応を協議。細野氏が蓮舫氏支持に前向きな考えを示したのに対し、長島、馬淵両氏は保守陣営が独自候補を擁立するのが望ましいと主張した。
　前原氏は当選８回。外交・安全保障政策に通じた保守派の論客として知られる。１９９３年衆院選に日本新党公認で出馬し、初当選。その後、旧民主党の結党に参加し、２００５年に代表に就任した。民主党政権では国土交通相、外相、党政調会長などの要職を歴任した。（時事通信2016/08/25-17:59）
民進代表選、前原氏が出馬表明　「力を貸してほしい」
朝日新聞デジタル2016年8月25日13時29分
　民進党代表選に立候補する意向を固めた前原誠司元外相（５４）は２５日昼、国会内で、自らが率いる議員グループの会合に出席し、「立候補させていただきたい。力を貸してほしい」と出馬する考えを表明した。立候補に意欲を示す長島昭久氏、玉木雄一郎氏にも支援を求め、岡田克也代表ら現執行部の大半が推す蓮舫代表代行（４８）への対抗馬として、自身への一本化を図りたい考えだ。
　前原氏は２５日までに、自身のグループのほか、大畠章宏元経産相グループの一部から支援を取り付け、立候補に必要な２０人の推薦人確保にメドをつけた。２４日夜には旧維新グループを率いる江田憲司代表代行と会談。岡田氏による共産党との野党共闘のあり方についても意見交換したとみられる。
　現執行部に批判的な勢力の間では、蓮舫氏への対抗馬を複数擁立し、「決選投票に持ち込んだうえで勝負すべきだ」（若手）との意見がある。しかし、旧民社党系や赤松広隆前衆院副議長グループなど蓮舫氏への支持は広がるばかり。前原氏は対抗馬を自身１人に一本化したい考えで、野党共闘に批判的な長島氏や玉木氏を取り込むためにも、代表選で共産との共闘見直しを打ち出す可能性がある。
民進・前原氏 　「前向きな代表選に」出馬意向明らかに
毎日新聞2016年8月25日　19時38分（最終更新　8月25日　20時06分）
　民進党の前原誠司元外相は２５日、国会内で自身のグループ会合を開き、来月の党代表選に「立候補させていただきたい。同志の皆さんの力を貸してほしい」と述べ、出馬する意向を明らかにした。２６日に党本部で記者会見し、正式表明する。 
　前原氏は会合後、記者団に「しっかりと党の考え方を戦わせ、国民に広く『民進党は何を目指しているのか』（を知ってもらう）前向きな代表選にできればと思う」と語った。先に出馬表明した蓮舫代表代行については「発信力もあり、歯切れもいい。清新なイメージ、刷新感を十二分に持った素晴らしい方だ」と評価した。 
　出馬には推薦人２０人が必要で、前原氏は他の保守系や中間派グループにも支援を要請している。前原氏は「グループとして、あるいは個別に『応援してやろう』とありがたい言葉をいただいている」と述べ、推薦人は確保したとの認識を示した。【朝日弘行】 
前原氏、民進代表選に出馬表明　政策論争に意欲 
日経新聞2016/8/25 15:19
　民進党の前原誠司元外相は25日午後、国会内で記者団に「代表選に立候補させていただきたい」と述べ、９月の党代表選に出馬する意向を表明した。代表選には蓮舫代表代行も出馬表明している。前原氏は「党の考え方を戦わせあって、前向きな選挙にしたい」と述べ、活発な政策論争をすることに意欲を示した。
　前原氏はこれに先立ち、自身のグループの会合で出馬する考えを伝えた。26日に正式に記者会見する。
　立候補に必要な20人の推薦人の確保にはメドが立っている。自ら率いるグループに加え、岡田克也代表ら現執行部と距離を置く党内中間派などからの支持も見込む。これまで否定的だった共産党との共闘を条件付きで容認する見解も示しており、幅広い議員グループや党員・サポーターらに支持を広げたい意向だ。
民進・前原氏「重い決断したい」　代表選出馬へ意欲 
日経新聞2016/8/25 12:56
　民進党の前原誠司元外相は25日昼、国会内で開いた自身が率いるグループの会合で、９月の党代表選への立候補への意欲を示した。「党のため、日本のため、重い決断をさせていただきたい」と述べた。立候補の意向を所属議員に説明し、支持を求める見通し。26日に記者会見して正式表明する。
　代表選を巡っては蓮舫代表代行が出馬表明している。前原氏はこれまで否定的だった共産党との共闘路線を条件付きで容認する意向を示しており、幅広い議員グループ、党員・サポーターらに支持を広げたい意向だ。
　すでに岡田克也代表ら現執行部と距離を置く党内の中間派などからの支持も見込んでおり、立候補に必要な推薦人20人の確保にもメドが立ったとしている。若手では玉木雄一郎国対副委員長も立候補に意欲を示している。
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前原元外相×蓮舫代表代行　民進党代表選の構図固まる

東京新聞2016年8月26日 朝刊
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　民進党の前原誠司元外相（５４）は二十五日、国会内での自身のグループ会合で「九月の党代表選に立候補したい。同志の皆さんの力を貸してほしい」と立候補を表明した。代表選には蓮舫代表代行（４８）が立候補表明しているため、知名度の高い両氏を軸に争われる構図が固まった。前原氏は二十六日に記者会見して正式表明し、改憲や国政選挙での野党連携の在り方について考えを説明する。

　前原氏は会合後、記者団に、選挙戦になることについて「考え方を戦わせ合い、民進党が何を目指し、どういう問題意識を持っているかを国民に示したい」と述べた。蓮舫氏については「発信力もあるし、歯切れもいい」と評した。

　前原氏は自身のグループメンバーへの協力要請と並行し、現執行部と距離を置く大畠章宏元経済産業相や江田憲司代表代行のグループに支援を求めてきた。個人の立場で支える議員も含め、立候補に必要な二十人の推薦人を確保できると判断した。

　蓮舫氏は所属する野田佳彦前首相のグループや、リベラル系の赤松広隆前衆院副議長のグループに加え、現執行部メンバーからも支援を取り付けた。保守系の細野豪志元環境相や高木義明元文部科学相のグループも支援を検討している。

　代表選は九月二日に告示、十五日の臨時党大会で投開票される。国会議員や国政選挙の公認候補・予定者、地方議員、党員・サポーターが投票。長島昭久元防衛副大臣（５４）も立候補を模索している。　（我那覇圭）

民共路線をけん制＝連合が参院選総括
　民進党最大の支持団体である連合は２５日、先の参院選に関する総括文書をまとめた。同党が共産党などと進めた野党共闘に関し、「綱領に社会主義・共産主義社会の実現を掲げる共産党とは、一線を画すことが大原則だ」とし、次期衆院選での共闘に向けた動きをけん制した。
　この中で、野党４党による候補一本化は「あくまで１人区の戦術であり、参院選全体で組まれたものではない」と指摘。次期衆院選については「基本政策の合意がなければ（選挙協力を）進められないことを認識する必要がある」と明記した。
　これに関し、神津里季生会長は２５日の記者会見で、「共産党とは目指す国家像が全く違う。政権選択選挙の衆院選で、手を組むことはあり得ない話だ」と述べ、民進党が共産党との連立を前提とする場合は支援できないとの考えを強調した。（2016/08/25-18:38）
連合が参院選総括、野党共闘をけん制 
日経新聞2016/8/25 19:07
　民進党の支持団体の連合は25日、参院選を総括する文書を公表した。共産党を含む野党共闘を「共産党票が来た一方で、離れた支持者もいた」とけん制した。連合の神津里季生会長は同日の記者会見で「共産党は目指す国家像が全く違う。政権選択選挙の衆院選で手を組むことはあり得ない」と述べた。民進党は参院選で改選45議席を割る32議席にとどまった。
産経新聞2016.8.25 18:41更新 
連合が民共共闘を牽制　神津里季生会長「目指す国家像全く違う」　参院選総括
　民進党最大の支持母体である連合は２５日、共産党などとの野党共闘を強く牽制する７月の参院選に関する総括文書を正式決定した。総括文では、次期衆院選の野党共闘に関し「政策の一致が不可欠」と明記し、共産党との関係については「一線を画すことが大原則」とした。
　神津里季生会長は２５日の記者会見で「共産党とは目指す国家像が全く違う。一緒に手を組んでやることはあり得ない話だ」と「民共」共闘路線に厳しくクギを刺した。
連合神津会長 衆院選の野党連携「ありえない」
NHK8月25日 21時15分
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民進党の最大の支持団体である連合の神津会長は記者会見で、次の衆議院選挙に向けて、民進党が共産党などと野党連携を進める是非について、「政権選択の衆議院選挙で手を組んでやることは、そもそもありえない」と述べ、否定的な考えを示しました。
この中で、連合の神津会長は、次の衆議院選挙に向けて、民進党が共産党などと野党連携を進める是非について、「共産党は綱領を見れば一目瞭然で、民進党と目指す国家像が全く違う。まして政権選択の衆議院選挙で手を組んでやることは、そもそもありえない」と述べ、否定的な考えを示しました。
一方、神津会長は、来月の民進党の代表選挙について、「安倍政権の一強政治に対して、それでいいのかと思っている国民は少なからずいる。きちんとわかりやすく国民に政策を提示し、政策本位で競ってもらいたい」と述べ、活発な政策論議を展開して、党勢の浮揚につなげてもらいたいという考えを示しました。
「妻に言われたらショック」＝「つまらぬ男」発言で岡田氏
　民進党の岡田克也代表は２５日の記者会見で、同党の蓮舫代表代行から「つまらない男」と評されたことについて、「妻に言われればショックだろうが、蓮舫さんの性格はよく分かっているのでショックはない」と語った。
　蓮舫氏の発言は２３日の日本外国特派員協会での会見で飛び出した。岡田氏によると、その日の夜に蓮舫氏から電話があり、「ユーモアのつもりで言ったがそうは伝わっておらず、申し訳ない」と釈明された。岡田氏は「全然気にしていない」と答えたという。　（時事通信2016/08/25-15:50）
「妻に言われればショックだが…」岡田氏、蓮舫氏かばう
朝日新聞デジタル中崎太郎2016年8月25日18時31分
　「妻に言われればショックでしょうが、別に蓮舫さんに言われたからショックを受けるということではない」。民進党の岡田克也代表は２５日の記者会見で、蓮舫代表代行が岡田氏を「本当につまらない男」と評したことをこう受け流し、蓮舫氏をかばった。
　岡田氏によると、発言直後の２３日夜に蓮舫氏から「自分はユーモアのつもりで言ったがそのように伝わっておらず、申し訳ない」と謝罪があり、岡田氏は「全然気にしていない」と伝えたという。この日の会見で、岡田氏は「本人も冗談のつもり。そういう本人の性格もよく分かっている」と強調した。
　蓮舫氏は日本外国特派員協会の２３日の記者会見で、「私は岡田克也代表が大好きだ。ただ、１年半一緒にいて、本当につまらない男だと思った」と発言。真面目な岡田氏への親しみと自分との違いを同時にアピールしたつもりだったが、表現ぶりに批判も出ていた。（中崎太郎）
「つまらない男」発言に批判、蓮舫氏本人も猛省

読売新聞2016年08月25日 23時06分

　民進党の蓮舫代表代行が岡田代表を「本当につまらない男」と評した発言の波紋が広がっている。

　党内から「礼を欠く」などと批判が上がっており、代表選への影響を懸念する声も出てきた。

　同党リベラル系の阿部知子衆院議員は自身のツイッターに「とても残念。人をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(やゆ),揶揄)したり、おとしめたりする言葉を代表選に出ようとする人が口に出すべきではない」と書き込み、蓮舫氏を批判した。

　蓮舫氏自身も発言を後悔しているようで、ツイッターに「言い方も含め本当にダメだと猛省してます」と記した。「つまらない」と名指しされた岡田氏は２５日の記者会見で、蓮舫氏から電話で謝罪されたことを明らかにした上で、「妻に言われればショックだろうが、（蓮舫氏の）性格はよく分かっているのでショックはない」と擁護した。ただ、蓮舫氏を支持する議員からは「失点になった」（ベテラン）との声が出ている。

岡田氏 　「妻に言われればショック」　蓮舫氏発言巡り
毎日新聞2016年8月25日　19時24分（最終更新　8月25日　22時29分）
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民進党の岡田克也代表＝２０１６年８月４日、藤井太郎撮影
　民進党の岡田克也代表は２５日の記者会見で、蓮舫代表代行から「本当につまらない男」と評されたことについて、「妻に言われればショックは受けるが、本人の性格はよく分かっているのでショックは受けることはない」と述べ、受け流した。 
　岡田氏は会見で、蓮舫氏から同日に「ユーモアのつもりで言ったが、伝わっていないようで申し訳ない」と謝罪の電話があったことも明かした。 
　しかし、蓮舫氏支援を決めた赤松広隆元農相グループ所属の阿部知子衆院議員がツイッターで「人をやゆしたりする言葉を次期代表選に出ようとする人が口に出すべきではない」と書き込むなど、批判も上がった。蓮舫氏のツイッターには批判や擁護の書き込みが殺到し、発信力のある蓮舫氏の持ち味が良くも悪くも発揮された形だ。【松本晃】 
民進 岡田代表 蓮舫氏の発言に「ショックない」
NHK8月25日 16時26分
民進党の岡田代表は記者会見で、蓮舫代表代行が２３日、岡田氏のことを「つまらない男だ」などと発言したことについて、「妻に言われればショックを受けるだろうが、蓮舫氏は冗談のつもりだったし、ショックを受けることはない」と述べました。
民進党の蓮舫代表代行は２３日、日本外国特派員協会での記者会見で、岡田代表について「私は岡田氏が大好きだ。ただ、１年半一緒にいて、本当につまらない男だと思った。人間はユニークさが大事で、私にはそれがある」などと発言しました。
これについて、岡田代表は２５日の記者会見で、２３日の夜に蓮舫氏から電話で陳謝されたことを明らかにしたうえで、「妻に言われればショックを受けるだろうが、蓮舫氏は冗談のつもりだったし、私も本人の性格をよくわかっているので、それでショックを受けることはない」と述べました。
そのうえで、岡田氏は「彼女には私の下で民主党時代から代表代行を１年半務めてもらったが、非常に優れた政治家で、リーダーにふさわしいと判断している」と述べ、来月の代表選挙で蓮舫氏を支持する考えを改めて強くにじませました。
産経新聞2016.8.26 05:30更新 
【共産侵食（４）】消費税増税は民進党分裂の火種　共産との連携で「３党合意」は砂上の楼閣に

社会保障と消費税民進党幹部発言 
　旧民主党が下野する引き金になった消費税問題。民進党が社会保障制度の維持のため消費税増税は必要とする立場をとってきたのに対し、共産党は中止を主張と相違は大きい。民進党は今、増税の是非をめぐる抗争が下野へとつながった過去を忘れたかのように火種を抱きながら、共産党との連携を突き進んでいる。
　時計の針を４年前の平成２４年８月８日に巻き戻す。
　民主、自民、公明の３党で合意した消費税率を２段階で１０％に引き上げる「社会保障と税の一体改革」の法案審議が進む中、民主党の野田佳彦首相（当時）は自民党の谷垣禎一総裁（同）、公明党の山口那津男代表と国会内で３党党首会談に臨んだ。
　「大変重要な合意ができた。この３党の枠組みを、次は安全保障でも生かせればいい」
　谷垣氏は、他の野党が提出する内閣不信任決議案に賛成せず、一体改革法案の成立を約束。席を立つ前、安保などでも３党の枠組みを生かして政策協議を進めたいと申し出た。
　これに野田氏は「重要で大切な考えだ」と応じ、与野党の壁を越えた連携に理解を示した。野党第一党を率いる谷垣氏は「誰が政権を担っても避けて通れない国の重要課題を、常識がきく『自公民』の枠内で解決することが責務」と周囲に説いていたのだ。
　その３党合意から４年が経過した。野田内閣で副総理兼社会保障・税一体改革担当相として合意締結の一端を担った岡田克也氏は今、民進党代表として消費税増税を否定する共産党との共闘路線を進め、３党合意は砂上の楼閣になりつつある。
　「消費がこれだけ力強さを欠いている中で、もう一度、消費税の引き上げを先送りせざるを得ない」
　今年５月１８日に国会で開かれた党首討論。岡田氏は安倍晋三首相（自民党総裁）に対し、２９年４月に予定されていた消費税率１０％への引き上げを２年延期することを突如、提案した。
　一方で、年金などの社会保障充実策は予定通り来春から実施すべきだと主張するなど、３党合意を自らご破算にする提案に民進党内には困惑が噴出した。
　党税調幹部は「何の相談もなかった。岡田氏はごく一部にしか事前に考えを伝えていなかった」と指摘、独断にも近い岡田氏の対応に嫌悪感を抱いたと話す。
　この党首討論は今夏の参院選公示日の約１カ月前。ちょうど安倍政権打倒を旗印に「民共」共闘路線が始動した時期だけに、「岡田氏は票目当ての打算で、増税中止の共産党と手を組んだ」と反発する声が上がった。
　３党合意の最高責任者でもある野田氏が延期議論を歓迎するわけもない。安倍首相が６月１日に３１年１０月までの消費税再増税の延期を表明すると、同日のブログで「国民に土下座してでも予定通りに消費税を１０％に引き上げるべきだ」と怒りをあらわにした。
　財政再建を重視した野田氏は当時の民主党内で、消費税増税に猛反対する小沢一郎元代表のグループらと抗争を繰り広げ、大量の離党者を出して党を瓦解させてまで３党合意を結実させた経緯がある。
　くしくも野田氏のグループに所属し、岡田氏の後継として有力視される蓮舫代表代行は今月２３日、日本外国特派員協会の記者会見で「社会保障の充実」を掲げたものの、消費税増税の是非には触れなかった。
　一方、蓮舫氏と党代表選（９月１５日投開票）で争う前原誠司元外相も月刊誌「世界」の９月号で「財源論から目を背けない生活保障システムの再構築」を訴えたが、具体的な考えは示さなかった。
　ある民進党中堅議員は３党合意を「過去の出来事」と切り捨てる。共産党との連携を通じ、合意見直しの機運が高まれば財政再建派との対立を招き、再び党が崩壊する危険もはらむ。
合区「ぜひ解消を」＝参院憲法審査会長に要請－知事会
　全国知事会の山田啓二会長（京都府知事）は２５日、国会内で参院憲法審査会の柳本卓治会長と面会した。山田氏は「１票の格差」是正のため、７月の参院選で初めて導入された「合区」について「国民の意思が十分に反映されない事態が生じている。ぜひとも解消してもらいたい」と要請した。また、合区解消策に関し「最終的には憲法の問題として議論する必要がある」とし、憲法改正の必要性に言及した。　
　これに対し、柳本氏は、知事会の要請について「しっかり受け止めたい」とした上で、審査会での今後の議論に関し「合区解消も当然俎上（そじょう）に上ると考えている」と応じた。
　知事会は７月末の全国知事会議で、合区の早期解消を求める決議を採択している。（時事通信2016/08/25-17:06）
全国知事会 参院憲法審査会に合区解消要望
NHK8月25日 21時31分
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全国知事会は、先の参議院選挙でいわゆる「合区」が導入されたことで、都道府県ごとの国民の意思が十分に国政に届かなくなるおそれが出てきたとして、参議院憲法審査会に対し、「合区」を解消するよう要望しました。
先の参議院選挙では、隣接する２つの県を１つの選挙区にする、いわゆる「合区」が、鳥取、島根両県と、徳島、高知両県に導入されました。
これについて、全国知事会の会長を務める京都府の山田知事は２５日、参議院憲法審査会の会長を務める自民党の柳本卓治氏と会い、「『合区』の導入で都道府県ごとの国民の意思が十分に国政に届かなくなるおそれが出てきた」として、「合区」を解消するよう要望しました。そして、全国知事会が先月採択した、こうした内容の決議を手渡しました。これに対して柳本氏は、「参議院の在り方に通じる話なので、審査会のメンバーに報告したい」と述べました。
このあと、山田知事は記者団に対し、「『合区』の問題に真っ向から向き合ったときに、憲法改正の問題は避けて通れない。参議院憲法審査会には知事会の意思を受け止めてほしい」と述べました。
二階自民幹事長、女性天皇を容認＝認めねば「時代遅れ」
　自民党の二階俊博幹事長は２５日、ＢＳ朝日の番組収録で、女性天皇に関し「女性尊重の時代に天皇陛下だけそうはならないというのはおかしい。時代遅れだ」として容認する見解を示した。
【全文】天皇陛下「お気持ち」表明
　この後、二階氏は記者団に「諸外国でもトップが女性である国もいくつかある。何の問題も生じてない。日本にもそういうことがあってもいいのではないか」と語った。
　二階氏は、天皇陛下がお気持ち表明で強くにじませた生前退位について、「首相の責任で、この問題を処理するのがいいのではないか」と述べ、政党間で議論することに否定的な考えを示した。政府がこれに併せて女性天皇、女性宮家実現に向けた検討をするかどうかに関しては「一緒にやれればいいが、やれなければ切り離して考えればいい」と語った。（時事通信2016/08/25-17:30）
二階幹事長 　「女性天皇容認を」　ＢＳ番組で言及
毎日新聞2016年8月25日　20時09分（最終更新　8月25日　20時09分）
　自民党の二階俊博幹事長は２５日、ＢＳ朝日の番組収録で皇位継承問題に言及し、「女性尊重の時代に（女性は）天皇陛下にならないというのはおかしい」として、女性天皇を容認すべきだとの認識を示した。 
　女性天皇を巡っては、小泉純一郎首相（当時）の私的諮問機関が２００５年に安定的な皇位継承を図るため「女性・女系天皇」を容認する報告書をまとめた。しかし、保守層が反発し、秋篠宮ご夫妻に長男悠仁さまが誕生すると議論は立ち消えになった。 
　二階氏は記者団に「各界で女性が活躍しているのに、女性天皇が適当でないというのは通らない」と指摘。過去の経緯に関しては「ここで国民の意見に耳を傾け、結論を得ればいい」と述べた。 
　天皇陛下がお気持ちを表明された生前退位の問題については「（女性天皇の問題と）一緒に（検討を）やればいいが、切り離して考えてもいい」と語った。【水脇友輔】 
沖縄振興費３２１０億円＝１７年度概算、４．２％減に－内閣府
　内閣府は２５日、２０１７年度予算案の概算要求で、沖縄振興費として３２１０億円を計上することを与党側に伝えた。今年度当初予算比で４．２％減。減額は、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設阻止を掲げる翁長雄志知事に対し、軟化を迫る狙いがあるとみられる。
　沖縄振興費をめぐっては、菅義偉官房長官が４日、基地問題の進展と振興策を絡める「リンク論」に初めて言及。鶴保庸介沖縄担当相も減額を示唆するなど、県側へのけん制を強めていた。ただ、翁長知事が要望していた３０００億円台は確保しており、焦点は県側の出方に移る。
　減額の主な内容は、県が使途を自主的に決められる「沖縄振興一括交付金」で、２７５億円減の１３３８億円。内閣府は、同交付金が創設された１２年度以降、未執行や繰越額が出ていることを理由に挙げている。（時事通信2016/08/25-18:41）
沖縄振興１４０億円減　辺野古対立が影響か　来年度概算要求

東京新聞2016年8月26日 朝刊

 　内閣府は二十五日、二〇一七年度予算案の概算要求で、沖縄振興予算を一六年度当初予算を百四十億円下回る三千二百十億円にすると、自民党の関係部会に報告した。振興予算が要求段階で前年度当初より減額となるのは、最近十年で初めて。米軍普天間（ふてんま）飛行場（沖縄県宜野湾（ぎのわん）市）移設に伴う名護市辺野古（へのこ）沖の新基地建設を巡る国と県の対立激化を受け、安倍政権は減額もあり得るとの方針を示していた。

　減額は、県にとって自由に使える度合いが高い一括交付金を前年度当初から二百七十五億円減の千三百三十八億円としたことが主な原因。内閣府の担当者は自民党部会で「一括交付金はソフト事業で二百億円、ハード事業で三百億円の繰越額が出ている」と指摘。繰越率が高い場合は、予算減額の対象となるとして理解を求めた。

　沖縄県財政課は本紙の取材に、繰越額が多いことについて「交付金を受けた年度に関係機関との調整の遅れなどで予算執行ができずに毎年、繰り越しが発生しているが、翌年度以降の予算消化に努めている」と説明。「交付金が減額されれば、沖縄の振興に支障がでる」と懸念を示した。

　自民党の部会では、出席議員から「政府と県の対立もあるが、県民の生活を守るために必要な予算は確保しないといけない」との意見も出た。

　振興予算を巡っては、歴代政権が米軍基地問題と振興予算を連動させる考え方を否定してきた。だが、沖縄県の翁長雄志（おながたけし）知事が新基地建設に反対し、国と対立を深めているのを受けて、菅義偉（すがよしひで）官房長官ら安倍政権側は今月に入り、基地問題への対応次第で、将来的には減額の可能性もあると発言していた。

◆基地への協力姿勢反映

　内閣府が二〇一七年度予算案の概算要求段階で沖縄振興予算を前年度当初よりも減額したのは、辺野古沖での米軍新基地建設に反対する翁長知事を安倍政権がけん制したと受け取れる。

　振興予算は終戦から二十七年間、沖縄県が米軍の施政下にあり復興や経済成長が遅れたことや、本土から遠く離れた事情をくんで米軍基地問題とは直接結び付けないとして、長年計上してきた。安倍政権も一三年度以降、「三千億円台確保」を維持してきた。

　だが、予算の推移をみると、県側の基地問題への協力姿勢が予算額に反映する傾向が見える。

　仲井真弘多（なかいま・ひろかず）前知事が一三年十二月に新基地建設に必要な公有水面の埋め立てを承認した時の一四年度当初では、概算要求を上回る額が計上された。仲井真氏が知事選を控えた一五年度概算要求は三千七百九十四億円に達した。だが、翁長氏の知事就任直後の一五年度当初は概算要求より四百五十四億と大幅に減少し、前年度当初よりも減った。一六年度は概算要求で前年度要求から大幅に減った。

　一七年度の予算額が決まるのは年末。安倍政権が県側の対応を見て額を固める構えなら、県側の不信が増し、対立はむしろ深まる危険がある。

　　（横山大輔）

しんぶん赤旗2016年8月26日(金)

抗議の中　フェンス設置　沖縄・高江　政府　「Ｎ１裏テント」後方封鎖
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（写真）「Ｎ１裏テント」の後方100㍍に、里道を封鎖するため防衛局が設置したフェンス＝25日、沖縄県東村と国頭村にまたがる里道


　沖縄県東村と国頭村にまたがる米海兵隊北部訓練場にオスプレイが使う米軍ヘリパッド（着陸帯）建設を強行する政府・沖縄防衛局は２５日、建設資材の搬入口になっている県道沿いのＮ１ゲート（表）と、農地の一角にある通称「Ｎ１裏」を結ぶ里道にフェンスの設置を強行、テントの後ろを封鎖しました。

　午前７時ごろ、防衛局職員約２０人と十数人の機動隊員が突然、住民が座り込みの監視行動を続けているＮ１裏テントに集結。監視が手薄な時を見計らったように、テントを閉鎖しようとフェンスの設置を通告しました。

　高江住民らとの懇談のために、具志堅徹前県議とＮ１裏を訪れていた日本共産党の梅村さえこ、島津幸広、畑野君枝の各衆院議員は、防衛局職員に「住民は納得していない」と、繰り返し退去を要求。別の場所で着陸帯建設反対の抗議行動にあたっていた人たちがＮ１裏に続々と駆け付け、防衛局側と対峙（たいじ）する中、午前８時半ごろにテントからＮ１表に向かって約１００メートルの里道に、別の防衛局職員や機動隊員１００人近くが大挙して押しかけ、高さ３メートルを超えるフェンスの設置を始めました。

　抗議参加者が「何の根拠があって設置するのか」「自然を壊すな」と怒りの声を上げ、騒然となる中で作業は続き、正午すぎには設置が完了。

　Ｎ１裏は、防衛局側にとって表ゲートから里道を工事用道路として整備することで、着陸帯建設のための工事車両の通行がスムーズになることから、テントを強制撤去するのではないかと市民らは警戒を続けてきました。

　抗議参加者らは当面、座り込みに最大限の結集を呼びかけ、工事を止めようと決意を固め合っています。

しんぶん赤旗2016年8月26日(金)

基地ノーへ全力誓う　梅村・島津・畑野各議員　高江を訪問
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（写真）（右２人目から）島津、梅村、畑野の各氏に、包帯を巻いた指を示す島袋文子さん（左端）。右端は具志堅前県議＝25日、沖縄県東村高江


　日本共産党の梅村さえこ、島津幸広、畑野君枝の各衆院議員は２５日、垂直離着陸機オスプレイが使用する米軍ヘリパッド建設（着陸帯）を止めようと座り込みが続く沖縄県東村高江を訪問し、抗議行動に参加しました。

　具志堅徹前県議の案内で、９年前から座り込みの拠点だったテントが工事のために撤去されたＮ１ゲートを訪れた３氏は、高江在住の伊佐真次村議や名護市辺野古から通い続ける８７歳女性らと交流。伊佐村議は、抗議行動を抑え込もうと全国から派遣されている機動隊のために多額の税金が使われていることを説明し、「ぜひ国会で追及してほしい」と要請しました。

　女性は沖縄戦体験者で２０年前から辺野古・新基地建設反対の座り込みを続けています。４日前に高江の機動隊員による強制排除で深い切り傷を負って包帯を巻いた指を示しながら、「沖縄戦の時に火炎放射器で左肩を焼かれたことに比べたらたいしたことはない」と語った不屈の意志に、３氏は「おばあの思いを本土の私たちも一緒に、基地や戦争をなくすために全力で頑張ります」と応じました。

　午前１１時前に、資材搬入の大型ダンプなど車列がゲート前に姿を現すと、３氏はプラカードを手に「高江の自然を壊さないで」「民主主義、人権を守って」と訴え、参加者とともに抗議しました。

しんぶん赤旗2016年8月26日(金)

「高江は過剰警備」　沖縄　翁長知事が政府批判
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（写真）定例会見で記者団の質問に答える翁長知事＝25日、県庁


　沖縄県の翁長雄志知事は２５日の定例会見で、米軍北部訓練場（東村、国頭村）のヘリパッド（オスプレイが主に使う着陸帯）建設をめぐり、政府が建設現場の高江に機動隊を大規模に投入していることについて「５００人とも８００人ともいわれるような形で動員をして、過剰な警備であることは間違いない」と批判しました。

　また、参議院選挙が終わった数時間後に資機材を運びこんだことにも触れ、基地問題の解決には信頼関係が必要だが、それが失われていると述べました。

　抗議行動を行う市民にたいする暴力的な排除とともに、森林管理者との協議もしないで防衛局が樹木の伐採をしたことや赤土流出が問題になっています。

　対応を問われた知事は、「森林の伐採とか赤土の問題等は、法律・条例の問題にもかかわってくると思う。法治国家ということでありますから、それについてはしっかりと対応してもらいたい」と答えました。

　県公立学校教員候補者選考試験の問題内容が特定の市販の問題集と酷似していた件では、「受験生の動揺も考えると改めることが必要」との認識を示しました。

宜野湾市長 　普天間基地の固定化回避を要請
毎日新聞2016年8月25日　18時51分（最終更新　8月25日　22時29分）
　米軍普天間飛行場を抱える沖縄県宜野湾市の佐喜真淳（さきまあつし）市長が２５日、首相官邸を訪れ、菅義偉官房長官に普天間飛行場の大規模補修が基地の固定化につながらないよう要請した。これに対し、菅氏は普天間の早期返還に努力する考えを伝えた。 
　同県名護市辺野古への移設が遅れていることから、政府は老朽化した普天間飛行場の大規模補修に乗り出す方針。佐喜真氏が提出した要請書は、「固定化につながることは言語道断であり、絶対に容認できない」と強調。補修内容の説明、普天間の早期返還、基地負担軽減の実行を求めた。 
　菅氏は会談後の記者会見で「補修事業に懸念があると思うので、しっかり対応したいと申し上げた」と説明。そのうえで「普天間の安全運用を維持するための必要最低限のものだ」と述べ、理解を求めた。【田中裕之】 
宜野湾市長、普天間の固定化を懸念　官房長官と会談 
日経新聞2016/8/25 18:50
　沖縄県宜野湾市の佐喜真淳市長は25日、菅義偉官房長官を首相官邸に訪ね、政府が米軍普天間基地（同市）の老朽化に伴い実施する格納庫や隊舎の補修について、基地の固定化につながらないよう求める要請書を手渡した。菅氏は「懸念は当然だ。固定化につながることはあってはならない」と応じた。要請書では補修作業の内容の市民への丁寧な説明も求めた。
官房長官 普天間基地補修 説明で地元の不安払拭を
NHK8月25日 13時02分
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菅官房長官は総理大臣官邸で、アメリカ軍普天間基地がある沖縄県宜野湾市の佐喜真市長と会談し、防衛省が行う基地の補修事業の内容を丁寧に説明して、基地の固定化につながるのではないかという地元住民の不安の払拭（ふっしょく）に努める考えを示しました。
防衛省が、沖縄のアメリカ軍普天間基地の老朽化が著しい施設の補修事業に着手すると決めたことを受けて、基地がある宜野湾市の佐喜真市長は２５日午前、総理大臣官邸を訪れて菅官房長官と会談しました。
この中で、佐喜真市長は「基地が固定化されるのではないかと懸念している。補修事業が固定化につながることは言語道断だ」と述べ、政府が補修事業の内容を丁寧に説明することなどを求める要請書を手渡しました。
これに対し、菅官房長官は「普天間飛行場の一日も早い返還と、返還までの危険性除去と基地負担軽減は、従来どおりしっかり対応していく。今回の補修事業は安全運用を維持するための必要最小限のものだ」と述べました。そのうえで、菅官房長官は「調査によって補修作業の内容が決まってくるので、当然、沖縄側に丁寧に説明していく。地元の懸念は当然であり、しっかり対応したい」と述べ、補修事業の内容を丁寧に説明し、基地の固定化につながるのではないかという地元住民の不安の払拭に努める考えを示しました。
永田町の目 　どうなる日本（3）田原総一朗さん「都知事選に感じたファシズムの温床」
毎日新聞2016年8月25日
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「前回の都知事選では、当選した舛添要一さんらは都政の問題を語っていた。今回は、（主要候補の）３人とも都政への思い入れはあまり感じられず、政策に関する議論は盛り上がらなかったね」と振り返る田原さん＝東京都千代田区で２０１６年８月４日午後２時２５分、竹内紀臣撮影
　政治評論家、田原総一朗さん（８２）への５回連続ロングインタビュー３回目は、７月３１日に投開票された東京都知事選を取り上げます。田原さんは、政党からの支援を受けずに出馬した小池百合子元防衛相が約２９０万票を取って圧勝した現象を「危ないと思った」と振り返ります。「小池劇場」を「危険」と感じた理由とは？　与野党が支援した主要候補の敗因もズバリ聞きました。【聞き手・大村健一／デジタル報道センター】 
全ての政党が否定された　なぜ危機感を持たないのか 
　――７月３１日投開票の東京都知事選についても聞かせてください。小池百合子元防衛相が自民党の意向に逆らって出馬し、２９０万票以上の得票で圧勝。初の女性都知事となりました。自民党が推薦した元岩手県知事の増田寛也元総務相は１００万票以上の差をつけられ、野党統一候補となったジャーナリストの鳥越俊太郎氏も票が伸び悩みました。 
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まさに「小池劇場」－－。東京都知事選で約２９０万票を獲得して圧勝し、支援者に手を振る小池百合子元防衛相＝東京都豊島区で２０１６年７月３１日午後８時２５分、宮間俊樹撮影
　６月のインタビューで、米国のトランプ（共和党大統領候補）氏による「アメリカファースト」、英国が欧州連合（ＥＵ）離脱で示した「イギリスファースト」という自国第一主義が目立ち始めたと話した。それと同じ動きが、東京都知事選での小池百合子さんの当選だと思っている。あれは大変なことですよ。安倍（晋三）さんも、マスコミも、その危機感がない。 
　参院選で自民党が５６議席（追加公認を含む）を獲得して、改憲勢力で参議院の３分の２を占め、みんな「安倍政権は安泰だ」「安倍内閣は支持された」と思っている。でも、だったら自民党が全面的に後押しした増田さんが勝たないとおかしい。実際は、大差で負けているじゃないですか。既存政党は都民から全く支持されていない。そのことを安倍さんも、マスコミも、分かっていない。 
　――個人的には、あくまで自民党の内部争いの結果との思いが強く、そこまでの現象とは考えていませんでした。どのようなところが似ているのでしょうか。 
　だって、与野党を含めた全政党が負けたんですよ。今度の都知事選は全ての政党が否定されたんです。既存の政党による政治を、都民が全く信用しなかった。どの政党からも支持されなかった小池さんが、都知事選で過去４番目に多い約２９０万票を取って圧勝をした。このことになんで危機感を持たないのか。 
　突き詰めて考えるとね、小池さん自身がそうだということではないのだけど、「今回の選挙がファシズムの始まりになるんじゃないか」とさえ、僕は思っている。都民は、与党も、野党も、自分たちの期待には応えてくれない点で同類と考えた。その点について、皆あまりに鈍感なんじゃないかな。 
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米大統領選の共和党候補となり、自国第一主義で旋風を起こしているドナルド・トランプ氏。田原さんは、東京都知事選に圧勝した小池百合子氏を取り巻いた空気の危険性を指摘する＝米中西部アイオワ州ダベンポートで２０１６年１月３０日、西田進一郎撮影
　英国でキャメロン首相をはじめとする政府首脳たちが「絶対に通るはずがない」と思っていたＥＵからの離脱が国民投票で通ってしまった。米国は泡沫（ほうまつ）と思われていたトランプ氏が共和党大統領候補になって、大統領就任も現実味を帯びてきた。彼にしても、（民主党の大統領候補予備選で善戦した民主社会主義者の）サンダース氏にしても、既存の政党のエッジ（主流ではない）、もしくはそこからはみ出た人間だ。それに（小池さんは）似ている。格差の問題など経済のあり方を含めて、既存の政治に対する国民の不満が「とにかく現状を変えたい」という激情で表面化した。 
　繰り返すが、小池さんそのものがファシズムという話ではない。しかし、経済的な不安を背景に（第二次世界大戦前に）イタリアのムソリーニや、ドイツのヒトラーが出てきた時と下地となった状況は似ているのではないか。僕はある種の怖さを感じています。 
「信頼を失った」既存の政党は回復できるのか 
　――既存の政党が有権者に失望されるのは、例えば１９９５年４月、東京都で青島幸男、大阪府で横山ノックの両氏がそれぞれ知事に当選した時も同様にあったと思います。国政で言えば、９２年に細川護熙氏（元首相）主導で日本新党が結党し、「新党ブーム」を起こし、５５年体制が崩壊した事例もあります。 
　細川さんの時は、小沢一郎（生活の党共同代表）さんがバックにいたので少し違うかもしれない。しかし、（９０年代前半に小選挙区制の導入を軸とする選挙制度改革、政党交付金の導入などが議論された）「政治改革」の動き以降、国民はずっと「現状を変えたい」という思いを持っている。しかし２０年以上がたった今も変わったという手応えはない。その時以上に経済的格差は広がっており、さらに不満は募っている。 
　――政治不信が年々積もっているのならば、簡単に不信をぬぐい去ることはできないと思います。 
　国民の政治不信が強いと、政治家は議論が巻き起こることを恐れて、逆に「閉じた政治」をするようになりかねない。そうすると、仲が良くて扱いやすい人間ばかりを大臣に起用するような状況になりがちだ。危険なことだと思う。 
　小選挙区制になって自民党の主流派が公認した人間しか選挙に出られなくなり、安倍さんに反対できる人間がいなくなった流れは、参院選前のインタビュー（http://mainichi.jp/articles/２０１６０７０１/mog/００m/０１0/００１０００d）でも話した。どんな問題に対しても、開かれた場でしっかりと議論を重ねることが信頼の回復には欠かせない。　 
主要３候補から感じた都政への関心の薄さ 
　――「東京都知事選での小池さんの圧勝は、既存の政党全てが信頼されていない結果だ」との話でした。主要候補の敗因も詳しく聞きたいと思います。前岩手県知事の増田寛也元総務相は自民、公明の両与党から推薦を受けたにもかかわらず、敗れました。田原さんが言う「既存の政党が信頼されなくなった」という大きな流れ以外の敗因として考えられることはありますか。 
　そもそも、出馬の段階で都民の多くが違和感を持ったはずだ。だって、増田さんは自著「地方消滅　東京一極集中が招く人口急減」（中公新書）を書いているように、「東京の人やモノをいかに地方に移すか」に取り組んできた人だから、矛盾点が大きかった。極端な言い方をすれば、「東京をいかに寂しくするか」に力を入れてきた。都民は「そういう人が都知事になってどうするつもりなんだろう？」と思ったはずだ。 
　増田さんは元々、（旧建設省）官僚だから頭の切り替えは早いだろうし、都知事になった際の政策は別にあっただろう。しかし、本人も自民党に言われて立候補したものの、「都政をどうしてもやりたい」という強い思いは伝わってこなかった。 
　都議会自民党が増田さんを強引に推したこともマイナスだった。「本人だけでなく、親族も小池さんを応援したら処罰する」という文書を内部で配布したそうですね。随分と前時代的なことをやったのも、小池さんに票が流れた一因だろう。 
　――民進、共産など野党が統一候補として後押ししたジャーナリストの鳥越俊太郎氏も知名度は高かったけれど、票は伸びませんでした。鳥越氏の出馬を受けて、過去２回の都知事選で続けて次点だった元日本弁護士連合会会長の宇都宮健児氏が告示直前で出馬を取り下げるドタバタもありました。 
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東京都知事選に野党統一候補として出馬したものの、落選したジャーナリストの鳥越俊太郎氏＝東京都港区で２０１６年７月３１日午後８時２０分、中村藍撮影
　宇都宮さんが出た方が良かったんじゃないかな。都政そのものの問題について、主要３候補よりも切り込んでいた。鳥越さんは、７月１２日の出馬会見で「（７月１０日投開票の）参議院選挙で、安倍自民党をはじめとする改憲勢力が３分の２に達したから、都知事選への出馬を決意した」と説明していた。でも、それは国政の話であって、都政の話ではない。鳥越さんが都知事になったからといって、安倍政権が憲法改正をできなくなるわけでもない。社会、共産党に支持された革新派の美濃部亮吉都知事（在任は１９６７～７９年）が再選を目指した際に、自民党で権勢を振るっていた佐藤栄作首相に対して「ストップ・ザ・サトウ」を打ち出して圧勝したことはあった。でも今回の鳥越さんには違和感を持つ人がとても多かったと思う。その主張をするなら、参院選に出るべきだった。 
　――前回２０１４年の都知事選で、都政と直接的な関係が薄い「原発ゼロ」の一点を訴えて出馬し、落選した細川護熙元首相と出馬動機が近かったかもしれませんね。 
　前回は、当選した舛添（要一）さんや宇都宮さんは都政の問題を語っていた。今回は（主要候補の）３人とも都政への思い入れはあまり感じられず、政策に関する議論は盛り上がらなかったね。＝第４回は２６日掲載 


　たはら・そういちろう　１９３４年、滋賀県生まれ。早稲田大卒業後、岩波映画製作所を経て、６４年に東京１２チャンネル（現テレビ東京）開局とともにディレクターとして入社。７７年にフリージャーナリストに。出演者が激しい議論を戦わせる討論番組のスタイルを確立し、現在も８７年に放送開始のテレビ朝日系「朝まで生テレビ！」、ＢＳ朝日「激論！クロスファイア」で司会を務める。著書は共著も含めて１００作を超す。近著に７月発売の黒柳徹子さんとの共著「トットちゃんとソウくんの戦争」（講談社）、８月発売の元陸上幕僚長の冨澤暉（ひかる）さんとの対談集「矛盾だらけの日本の安全保障　『専守防衛』で日本は守れない」（海竜社）、「大宰相 田中角栄 ロッキード裁判は無罪だった」（講談社プラスα文庫）。 
鹿児島県知事 きょう原発の一時停止要請
NHK8月26日 6時09分
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先月就任した鹿児島県の三反園知事は、鹿児島県の川内原子力発電所について一時停止して安全性を再点検するよう、２６日、九州電力に申し入れる方針を決めました。
鹿児島県の三反園知事は、先月行われた知事選挙で「熊本地震のあと住民の不安が高まっており、川内原発を一時停止して安全性を再点検すべきだ」と訴え、４期目を目指した現職を抑えて初当選しました。就任後、三反園知事は事故が起きた際の住民の避難対策を確認するため、川内原発が立地する薩摩川内市の視察などを行い、一時停止の申し入れ時期や要請の具体的な内容について検討してきました。
その結果、三反園知事は２６日午後、鹿児島県庁で九州電力の幹部と面会し、川内原発を一時停止して安全性を再点検するよう申し入れる方針を決めたということです。申し入れではこのほか、事故やトラブルなどの際に情報公開を徹底することや、再生可能エネルギーを推進することなどを求めることにしています。
川内原発について、九州電力は原子炉を停止して行う定期検査を、１号機でことし１０月から、２号機でことし１２月から実施する計画です。知事に原発を停止させる法的な権限はありませんが、申し入れに対して九州電力がどう対応するか注目されます。
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